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社会福祉施設・医療機関等物価高騰対策支援金交付事業 

 

 

申請要領 
 

 
 〔受付期間〕 

 

   令和７年５月７日（水）から令和７年７月１４日（月）まで 
 

 〔申請先・申請方法〕 

 

申請方法：郵送による申請書類の提出 

申請先 ：社会福祉施設・医療機関等物価高騰対策支援金事務局 

〒640-8033 和歌山市本町 1 丁目 22 番地 Wajima 本町ビル 7 階 
    

 

 

 

 〔お問い合わせ先〕 

 

   ➣支援金の申請方法についてのお問い合わせ 

 

社会福祉施設・医療機関等物価高騰対策支援金事務局 

電話番号   ：073-494-5020（受付時間 9:00～17:00 土日祝日を除く） 
Ｆ Ａ Ｘ   ：073-494-5030 
メールアドレス：shienkin@c-blessyou.com 
住  所    ：和歌山市本町 1 丁目 22 番地 Wajima 本町ビル 7 階 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月 

和歌山県 
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 Ⅰ 趣 旨  
 

物価の高騰により大きな影響を受けている県内社会福祉施設・医療機関等の事業の継続

を支え、負担の軽減を図るため支援金を交付するもの。 

 

 

 Ⅱ 支援事業の内容  
 

１．支援の対象者 
※ただし、下記のうち地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１条の３に規定する地方公共団体が

開設者等である場合を除く。 
 
 □介護サービス事業所等 

要件…次のいずれかの事業を運営する施設・事業所であること。ただし、共生型サービスに該当

する場合は、介護サービス事業所等と障害福祉サービス事業所のいずれかを申請する場合

に限る。 

 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、夜間対応型訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、通所

リハビリテーション、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉

施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、認知症対応型共同生活

介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、短期入所生活介護（単

独型又は併設型に限る）、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、居宅介護支援、介護予防・日常

生活支援総合事業（訪問型サービス又は通所型サービスに限る） 

 

 □障害福祉サービス事業所 
要件…和歌山県知事又は和歌山市長が指定する次のいずれかに該当する施設・事業所であるこ

と。ただし、共生型サービスに該当する場合は、介護サービス事業所等と障害福祉サービ

ス事業所のいずれかを申請する場合に限る。 

 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、宿泊型自立訓練、就労

移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、自立生活援助、児童発達支

援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、短期入所（単独型又は併設型に限る）、施

設入所支援、共同生活援助（介護サービス包括型）、共同生活援助（日中サービス支援型）、

共同生活援助（外部サービス利用型）、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設、居宅

介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、計

画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談支援 

 

□病院 
要件…保険医療機関であること 

 

 □診療所（医科・歯科） 
要件…保険医療機関であること 

 

 □施術所 
要件…はり師、きゅう師、あん摩マッサージ指圧師及び柔道整復師の施術に係る療養費の受領委 

任の取扱いを行う施術所であること 
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 □歯科技工所 
要件…保健所に開設の届出を行っていること 

 

 □薬局 
要件…保険薬局であること 

 

 

２．支援金の額 
 
【支援額】 

施設類型 単価 

介護サービス

事業所等 通所系 

通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応

型通所介護、通所リハビリテーション、小規

模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居

宅介護 

8,500 円/定員 

入所系(介護保

険施設) 
 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉

施設、介護老人保健施設、介護医療院 6,000 円/定員 

入所系(介護保

険施設以外) 
 

認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者

生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護、短期入所生活介護（単独型又は併設型に

限る）、養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

13,000 円/定員 

訪問系 
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リ

ハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護、夜間対応型訪問介護 
25,500 円/事業所 

居宅介護支援 居宅介護支援 12,000 円/事業所 

障害福祉サー

ビス事業所 
通所系 

療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、

自立訓練（生活訓練）、宿泊型自立訓練、就

労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支

援B型、児童発達支援、医療型児童発達支援、

放課後等デイサービス 

4,000 円/定員 

居住系 共同生活援助、短期入所（単独及び併設型に

限る） 4,000 円/定員 

入所系 施設入所支援、福祉型障害児入所施設、医

療型障害児入所施設 3,500 円/定員 

訪問系 
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動

援護、就労定着支援、自立生活援助、居宅

訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援 
11,000 円/事業所 

相談系 計画相談支援、地域移行支援、地域定着支

援、障害児相談支援 5,000 円/事業所 

病院 

※１ 一般病床 
療養病床 

高度急性期 50,000 円/病床 

急性期 25,000 円/病床 

回復期 15,000 円/病床 

慢性期 15,000 円/病床 
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精神病床 15,000 円/病床 

感染症病床 25,000 円/病床 

結核病床 25,000 円/病床 

 特別高圧加算【特別高圧※２で受電する施設のみ以下の金額を加算する。】 

電気使用量 
令和７年１月から２月分 1.3 円/kWh 

令和７年３月分 0.7 円/kWh 

食材料費支援 

  9,140 円/病床 

診療所 

※１ 

有床診療所〈許可病床数が２床以上〉 15,000 円/病床 

有床診療所〈許可病床数が１床〉 20,000 円/事業所 

無床診療所(医科、歯科) 20,000 円/事業所 

 食材料費支援【有床診療所のみ】 

 9,140 円/病床 

施術所 はり師、きゅう師、あん摩マッサージ指圧師、柔道整復師 20,000 円/事業所 

歯科技工所 歯科技工所 16,500 円/事業所 

薬局 薬局 20,000 円/事業所 
  

 ※１ 病院及び有床診療所の病床数については、交付申請書の別添「病床数の計上方法に

ついて」を必ずご参照ください。 
 
※２ 電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省令第 52 号）第２条

第１項第３号に規定する特別高圧をいう。 

 

 

 Ⅲ 交付申請手続  
 
１．受付期間  
 

令和７年７月１４日（月）まで（消印有効） 

 

 

２．申請手続  
2-1. 申請方法 

 

 交付申請書類を以下の住所に提出 
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【送付先】 

社会福祉施設・医療機関等物価高騰対策支援金事務局 

住所：〒640-8033 和歌山市本町 1 丁目 22 番地 Wajima 本町ビル 7 階 

 

 【提出方法】 

・郵送（簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください） 

 

 

2-2. 提出書類 

 
申 請 書 類 確  認  事  項 

①社会福祉施設・医療

機関等物価高騰対策支

援金交付申請書 

（別記第１号様式） 

（記載内容） 

記入欄に申請者名称及び支援金申請額等必要事項を記入、申請内容確認欄

に☑を入れてください。 

 

（確認事項） 

□法人の場合、住所地は法人の所在地になっているか。 

□個人事業者の場合、住所地は申請者の住所地になっているか。 

□支援金申請額は記載されているか。 

□申請内容確認欄に☑は入っているか。 

②申請金額内訳 

（別紙） 

（確認事項） 

□１施設ごとに１枚作成しているか。 

□介護サービス事業所等、障害福祉サービス事業所は「申請額一覧」を各々

添付しているか。 

□特別高圧で受電していること及び電気使用量を証する書類を添付している

か。（特別高圧で受電している施設のみ） 

③誓約書 

（別記第２号様式） 

（確認事項） 

□記入年月日、法人名又は施設名、役職名及び代表者名に記入漏れはないか。 

④振込先口座確認書 

（別記第３号様式） 

（確認事項） 

□口座番号、名義などが判別可能な写しを貼付しているか。 

□法人の場合は法人名義、個人事業者の場合は申請者本人名義の口座か。 

⑤役員名簿 

（別記第４号様式） 

※法人の場合のみ 

（確認事項） 

□法人の登記事項証明書に記載されている役員全員の情報を記入している

か。 

 

2-3. 支援金交付 

 

県は提出された申請書類を審査し、申請者に対して支援金の交付を行います。 

※提出書類の内容について、電話等で問い合わせる場合があります。 

※申請が殺到する等の理由により、交付申請から交付まで時間を要する場合がありま

す。 
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 Ⅳ 留意事項  
 

 ＊各提出書類の提出部数は、１部となります。 

  なお、電話等により内容を確認させていただく場合がありますので、必ず控えをとっ

ておいてください。 

 

 ＊申請は１施設につき１事業ごとに１回に限るものとし、複数回支援を受けることはで

きません。 

 

＊国の会計検査があった際、関係書類を交えて事業内容を説明できない場合、支援金を

返還する必要がありますので、本事業の収支に関する帳簿、領収書等の関係書類は、

整理の上、５年間保管してください。 

  

＊支援金の支払後、提出書類の記載事項に虚偽が判明した場合は、支援金を返還してい

ただきます。 

 

 


